
チャレンジ就労について 

 

１ 概要 

  事業主に一定以上の障がい者の雇用を義務付ける法定雇用率が引き上げら

れており、令和 8 年度には民間企業は 2.7%、公的機関は 3.0％（令和 6 年

度・令和 7 年度はそれぞれ 2.5％、2.8％）となる。このことを踏まえ、各企

業においても障がい者雇用をめぐる動きがさらに活発化されていくことが想

定される。 

  区では、令和５年度に障がい政策課障がい者活躍推進係を新設し、国が実

施しているチャレンジ雇用の趣旨に基づき、チャレンジ就労（最大３年間）

を取り入れ、民間企業へのステップとなるよう就労経験を積む場を提供して

いる。 

 

２ 現状 

  現状のチャレンジ就労の体制は以下のようになっている。 

  （１）雇用体制 

雇用人数 4 名※ 

雇用期間 最大３年 

チャレンジ就労の位置づけ 就労を経験して一般就労につな

げる場 

  ※雇用人数の拡充に向けて調整中 

    

（２）一般就労までの流れ（参考） 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

   

年次 経過 内容 

１年目 準備期 

（１２か月） 

仕事を通じた生活リズムの確立 

ビジネスマナーの取得 等々 

２年目 ステップアップ期 

（１２か月） 

庁内他部署での業務経験  

障がい特性を活かした就労先の検討             

等々 

３年目 就職活動期 

（１２か月） 

庁内での業務を行いながら就職活動 
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（３）業務体制 

 

 

 

 

 

 

３ 課題 
令和５年度から現行のチャレンジ就労の制度を取り入れて、障がい者を受け

入れる中で、区が感じている課題は次のとおりである。 

 

課題 内容 協議内容 

支援機関との役

割分担 

チャレンジ就労職員が仕事を

するうえで日常生活上の出来

事が原因で、体調を崩し、業務

が続けられなくなると、区の

職員が日常生活上の相談にま

で介入することがある。 

定着支援を行う中で企業

との支援の分担はどのよ

うに切り分けているのか

伺いたい。 

内部職員の理解 作業場所等の影響から受注先

を開拓できていない状況にあ

るため、チャレンジ就労制度

の認知が浸透していない。 

 

 

業務内容の精査 それぞれの特性に合った仕事

の受注ができていない。 

 

 

障がい政策課へ配属 

 

〇庁内の各部署から軽作業等の仕事を受

注し、障がい政策課内で業務遂行。 

 ・ポスター巻き 

 ・広報いたばしの封入・封緘 

 ・いたばし花火大会の名札作成 

・送付用封筒の修正       等 

〇庁内の他課に派遣職員として出向い

て業務遂行。 

 ・アンケートのデータ入力 

 ・申請書類等のファイリング 

 ・郵便物の仕分け       等 

障がい政策課内 他課へ派遣 

 


